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〈研究論文〉
学校及び教職員の児童虐待対応における通告義務の主体
──防止法の審議過程の議論と手引き資料を手掛かりに──
廏　谷　昌　樹

はじめに
2000年に制定された児童虐待の防止等に関す
る法律（以下，防止法と略記）には，次のよう
に通告義務が定められている。「児童虐待を受け
たと思われる児童を発見した者は，速やかに，
これを市町村，都道府県の設置する福祉事務所
若しくは児童相談所又は児童委員を介して市町
村，都道府県の設置する児童福祉事務所若しく
は児童相談所に通告しなければならない。」（防
止法の第６条第１項）。この規定によれば，通告
義務が課されているのは，児童虐待を受けたと
思われる児童を発見した「者」である。つまり，
組織や団体ではなく，個人であると解される。
そして，防止法第５条に定める早期発見努力義
務の対象として「学校の教職員」が明記されて
いることと併せて考えるならば，防止法が児童
虐待への対応において学校の「教職員」に期待
しているものは少なくないと思われる。現に
「教職員は，たとえ虐待の確証がなくとも，疑い
があるという主観的心象（印象）だけで，通告
する義務が課されている」との解釈が存在する
（伊藤 2015：291）。
しかし，現実に目を転じるならば，学校の教
職員の対応のまずさから虐待による痛ましい結
果が防げなかった事例も散見される(1)。たとえ
ば，2014年に中学生が自殺した事件がそれであ
る。2014年７月30日に西東京市で，当時中学２
年生の男子生徒が自宅で自死した。彼の死の背
後には，継父による暴力行為や自殺教唆等の日
常的な虐待行為があったといわれている（「西東
京・中２自殺，学校は暴力把握，虐待，問われ
る感度，『対応，一歩踏み込んで』」『日本経済新
聞夕刊』2014年８月28日付）。『西東京市立中学
校生徒の死亡事案検証委員会報告書』によると，
担任や他の教職員は，男子生徒の顔面にできた
アザ等をはじめとした，継父による虐待行為を
認識していた。しかし「（校内組織の：筆者補
足）協議の結果，直ちに児童虐待とは言えない
ため，注意深く見守る方針と判断され，虐待
（疑い）通告には至らなかった」のである（西東
京市 2015：6）。
このケースでは，教職員は「個人」としては
虐待を認識していたにもかかわらず，「組織」と
して協議した結果，通告に至らなかったという
ことになる。才村ら（2005）による学校等関係
機関における虐待対応に関する全国規模の調査
によっても，通告の条件として小・中学校いず
れの教職員も「虐待の確証がある場合」の次に
「所属長の了解」の回答が高いことが示されてい
る。この場合，「所属長の了解」が得られなかっ
たときには，教職員の個人としての通告は妨げ
られることになるであろう。ここには，防止法
の趣旨と学校現場での実態の乖離が，あるいは
両者の考え方の齟齬が認められると思われる。
この乖離あるいは齟齬が本論の問題意識の出発
点である。
では，なぜこうした乖離あるいは齟齬が生じ
てしまうのか。本論ではこの問いに応えるため
に次の２点を課題とする。
第１は，防止法の立法者意思の検討である。
本論では，冒頭に述べたように，防止法の通告
義務は組織や団体ではなく個人に課せられてい
ると解釈しているが，通告義務の主体について，
その立法者たちはどのように考えていたのか，
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あるいは，いなかったのかを明らかにする。そ
のために，防止法の審議が行われた青少年問題
に関する特別委員会（以下，特別委員会と略記）
の会議録(2)を検討の素材とする。
第２は，児童虐待の対応に関する文部科学省
（以下，文科省と略記）及び教育委員会等の行政
機関作成の資料の検討である。学校の教職員，
特に公立学校の教職員は，文科省と教育委員会
等の作成した各種資料に基づき，その対応がい
わば枠づけられていると考えられる。したがっ
て，なぜ学校の教職員が組織的に対応するのか
については，教職員の考え方の検討に先立って，
教職員が寄って立つ行政による指示の検討が必
要となる。
先行研究の多くは量的手法により，教職員の
法の周知度や虐待ケース対応経験の有無等の把
握に着手している（才村2005，岩崎ら2007，横
島ら2007，西原ら2007，李ら2015等）。これら
は児童虐待対応の実態面を把握するうえでは示
唆的ではあるが，先の問いに応えるものではな
い。
１．通告義務の主体に関する立法者意思の検討
(1）防止法制定までの審議過程
防止法の通告義務の前身として，児童福祉法
の第25条に定める要保護児童の通告義務があ
る(3)。では，そもそもなぜ防止法において，通
告義務をさらに定める必要があったのだろうか。
防止法の立法に深く関わり，特別委員会の初
代委員長を務めた議員に石田勝之がいる。石田
は自身の手記において，児童虐待の通告義務に
関する初発の問題意識を次のように述べた。「児
童虐待に対する専門の法律はなく，厚生省の
『児童福祉法』という法律の中に，それらしき条
文が散見される程度であった。児童福祉法第25
条には，『保護者のない児童又は保護者に監護さ
せることが不適当であると認める児童を発見し
た者は，これを福祉事務所若しくは児童相談所
又は児童委員を介して福祉事務所若しくは児童
相談所に通告しなければならない』と規定され
ている。『虐待を受けた児童』とは書かれていな
い。しかも，この条文には法的な強制力はなく，
ほとんどの国民はこのことを知らされていな
い。」（石田 2005：31－32）。つまり，児童虐待
に特化した通告義務を設け，それを周知するこ
とを課題として，防止法制定への審議が進めら
れたようである。以下では，審議過程を順次み
ていき，通告義務の主体に関する立法者意思を
検討する。
第１回目の審議（1999年７月22日）では，３
名の参考人による意見陳述と質疑が行われた。
参考人の祖父江文宏は，国民全体に児童福祉法
の通告義務が課されながらも，その件数が少な
いことを指摘した。特別委員会の理事の１人で
ある池坊保子も同様に，通告義務の周知の課題
に関して発言した（14頁）。
第２回目（同年７月29日）では，厚生大臣や
政府委員らが出席し，出席委員との質疑があっ
た。理事である田中甲は，「これは児童福祉法の
25条でありまして，国民全体に通告の義務を課
しているわけでありますけれども，これは罰則
もなく，国民全体に課すということで逆に実効
性がない。」と（８頁），国民一般に課した義務
であるがゆえの逆機能ともいえる課題を指摘し
た。池坊保子は「児童福祉法第25条には，要保
護児童発見者の通告義務が明記されています。
でも，福祉や教育関係者が通告をしなくても罰
則規定というのがございません。」と（12頁），
通告の実効性を担保する法制度に関し，罰則を
規定する観点から発言した。
第３回目（同年11月18日）では，参考人２名
と政府参考人を交えた質疑が行われた。理事で
ある肥田美代子は「通告制度も，児童虐待を通
告する義務を負う者を明確に特定しなければい
けない。その際に，通告基準も制定する必要が
ございます。」と述べた（14頁）。つまり，通告
義務の主体と児童虐待の通告の基準を明確にす
る必要性を指摘している。
第４回目（2000年４月13日）では，第３回ま
で委員長を務めた石田勝之が，通告義務に関す
る課題について，次のように述べた。「児童虐待
を発見した場合，現在でも国民一般に通告義務
があります。しかし，国民一般に通告義務があ
ることすら国民の多くは知らないというのが現
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状であります。それで，現在の制度で実効性が
上がっていないという批判が多い中で，お医者
さんだとか学校の先生など特定の職業にある者
の通告義務をより重いものにするとともに，仮
に通報を間違えた場合に（中略）免責規定を設
けて通報を保護することが必要であろうと思い
ます。」（２－３頁）。ここから，通告義務の周知
に関する課題，特定の専門職による通告の重視，
誤った通告の際の免責という３点が読み取れる。
立法者の当初の課題認識は，児童虐待の通告義
務の規定及びその周知であったが，ここでの石
田の発言から，特定の専門職による通告の処遇
に関する新たな論点が加えられていることを窺
える。
第５回目（同年４月20日）では，これまで確
認されてきた通告の実効性の担保について，特
定の専門職には，通告がなかった場合の罰則規
定を設けずに，児童虐待の早期発見に務めるこ
とが求められた。したがって，すべての国民一
般に児童虐待の通告義務を課し，特定の専門職
にはその早期発見努力義務を課す形がとられる
こととなった。
2000年５月11日の特別委員会では，防止法の
法律案が提出された。この法案において通告義
務は，「第６条　児童虐待を受けた児童を発見し
た者は，速やかに，これを児童福祉法（昭和22
年法律第164号）第25条の規定により通告しな
ければならない。」（２頁）と記されている。つ
づく衆議院本会議（５月12日），参議院法務委
員会（５月16日），参議院本会議（５月17日）
においても，この文面に修正はない。
以上のように，立法者らは児童虐待に特化し
た通告義務の必要性とその周知，そして特定の
専門職による通告の処遇を主な論点としていた。
そして通告義務の主体である「者」に関しては，
すべての国民一般を指していることが明らかと
なった。これは，通告義務をすべての国民一般
に課しているという児童福祉法の第25条の前提
を引き継いでいることに由来すると考えられる。
逐条解説では「国民一般からより迅速に通告を
受けるように，児童虐待を受けた児童を発見し
た者は，速やかに児童相談所や福祉事務所に通
告しなければならないと，あえて再度，通告に
関する義務規定を設けている。」と述べられてい
る（中司 2000：46）。だが，「者」が組織や団
体を指すのか，あるいは個人を指すのかは，こ
こまでの審議過程や逐条解説からは判然とはし
ない。
(2）第６条の改正　―通告の範囲拡大―
2004年に，防止法は初の改正が行われた。通
告義務を定める第６条も，この時期に改正され
ている(4)。この改正に関する審議が行われたの
は，2004年２月27日の特別委員会である。なお，
これ以降は，第６条が改正されることはない。
理事である富田茂之は，通告義務の改正案に
関し，「受けたと認める」（自民党，民主党案），
「受けたと思われる」（公明党案）という２つの
表記を検討していることについて述べた。いず
れの表記にしても，「ちょっと客観的なあれだけ
じゃなくて，主観的な面があってもいいんだ，
主観的に判断して通告してもいいんだ」との富
田茂之による発言から，主観的な判断による通
告を奨励するという意図がよめる。そして富田
茂之は，参考人である西澤哲に，「どんなふうに
なれば一般の皆さんが通告しやすくなる」のか
質問している（19頁）。ここからも通告義務の
主体は，あくまでも国民一般が想定されている
ことを窺える。
改正後の第６条の条文について，逐条解説で
は「この文面（改正前の条文：筆者補足）では，
児童虐待の現場を見たかそれに準じるほどの確
信をもてる場合にしか義務がかからないように
読める。そこで，『児童虐待を受けたと思われ
る』児童を発見した者について義務を課し，児
童虐待であるとの確信度がより低い場合にも通
告義務の範囲を拡大することとした。」と述べら
れている（奥 2004：34）。つまり，児童虐待を
主観的に疑った段階での通告を奨励するという
点が改正の最大の意図であるといえる。なお，
その後の審議をみても，この改正を契機とした
通告義務の主体の変更や追加，あるいはそれを
再検討するような議論はない。あくまでも，す
べての国民一般という水準が一貫して維持され
ていることになる。
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(3）その後の審議内容
2006年12月７日の特別委員会では，政府参考
人の警察庁生活安全局長と厚生労働省雇用均
等・児童家庭局長による児童虐待問題に関する
報告の後，質疑が行われた。ここでは，通告と
「それ以外の情報提供との違い」や，学校のいじ
め対応に関して，政府参考人と議員とのやりと
りを確認できた。2007年３月23日の特別委員会
では，4名の参考人による意見陳述と質疑が行わ
れた。2010年４月22日の特別委員会でも，4名
の参考人による意見陳述と質疑が行われた。参
考人の宮島清から，通告を「悪事を告発」する
というイメージから，親子を支援する側面を強
調していくべきだと述べられたが（７頁），その
後の質疑では，義務の主体に関して言及されて
いない。2010年８月18日の特別委員会は，同年
に発覚した「大阪２児置き去り死事件」(5)を契機
として閉会中審査の申し出があり，政府参考人
を交えた質疑が行われた。
これまでみてきたように，「者」は，すべての
国民一般という水準で審議が進められており，
「者」を組織や団体として解するか，あるいは個
人として解するかという観点は確認されなかっ
た。それゆえに，冒頭で挙げた西東京市のケー
スのような，教職員個人の疑いや発見が組織的
判断によって通告に至らないという問題につい
ても議論がなかった。加えていえば，立法者に
は，組織的判断に抗ってでも個人で通告すると
いうような観点がなかった。これは，防止法の
通告義務について立法者が，児童虐待の通告義
務を規定し，かつ周知することを中心的な課題
としていたため，審議では通告義務の運用面に
まで課題認識が及んでいなかったことに起因す
ると考えられる。
２．手引き資料における通告義務に関する指示
内容の検討
ここでは，すべての国民一般に課せられた通
告が，学校及び教職員の対応の場合は，なぜ組
織的に対応されるのかという問いを基に，手引
き資料を手がかりにして検討していく。特に，
通告は誰がどのようにして行うように指示され
ているのかに着目し，その意図を探る(6)。
文科省は，『生徒指導提要』を含めて学校及び
教職員向けに，計３種類の手引き資料を作成し
ている。また，同省は2000年11月20日の「『児
童虐待の防止等に関する法律』の施行について」
と題する通知をはじめとして，2015年までに計
８種類の通知を出した。これらの通知において，
通告を含めた諸対応上の指示や文科省が作成し
た資料の活用を促す指示(7)，教育委員会に対し
教職員向けに研修等の必要な措置に関する指示
が確認される。また各都道府県の教育委員会等
の行政機関も，学校や教職員向けに研修用資料
を作成している(8)。
(1）文科省作成手引き資料と通知
分析の対象とした資料とその内容を，表１に
まとめた。
『養護教諭のための児童虐待対応の手引』と
『児童虐待防止と学校』の両資料は，「管理職等
関係者との協議」や「学校の総意」を条件とし
て通告をするよう指示している点で共通してい
る。『児童虐待防止と学校』では，「通告は組織
としての学校の義務を遂行することでもありま
す」との指示内容からも，通告が「学校の義務」
として解されていることがわかる。しかし，「組
織としての判断や管理職の同意が得られないけ
れど，どうしても心配で仕方がないという場合」
に限り，個人の判断による匿名での通告に関す
る指示も確認できる。ただし，個人の判断での
通告は，「あり得ます」という表現からも，積極
的に推奨されているわけではない。その理由を
「チームでの望ましい対応には繋がりません」と
している。
『生徒指導提要』では，他の資料や通知と異な
り，通告という行為自体を「児童生徒と保護者
を虐待から守る支援を開始するための手続」と
定義し，その後に，疑いの段階での通告を指示
している。そして，本資料には，通告先を児童
相談所にするか，あるいは市町村にするかは
「通告者が判断すればよい」との指示がある。こ
こでいう「通告者」が教職員個人を指すのか，
あるいは学校組織や管理職を指すのかは判然と
はしない。そこで，「児童虐待への対応の基本」
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表１　文科省手引き資料及び各通知とその指示内容
出典：各手引き資料と通知の指示内容を基に筆者作成
を確認してみれば，「一人（一機関）で抱え込ま
ない」と述べられている。ここでいう「一人」
が教職員，「一機関」が学校組織を指していると
しても，先の「通告者」がどちらを意味してい
るのかは両義的であり，はっきりとはしていな
い。つまりここには，教職員と学校組織を区別
する観点が欠けており，通告義務の主体は明確
に示されてはいないといえる。
各通知では，通告を含めた指示において「管
理職への報告，連絡及び相談を徹底するなど，
学校として組織的に取り組む」ことを一貫して
求めている。
以上のように，文科省作成資料及び通知では，
原則的に学校組織や管理職による通告を指示し
ていた。同時に，個人での通告は，その存在を
示しながらも，積極的に推奨されているわけで
はなかった。『生徒指導提要』における「通告
者」に関しては，教職員であるのか，学校組織
であるのかは判然とはしなかった。ここではそ
れらを区別する視点を欠いていたといえる。い
ずれにしても，通告は原則として学校組織が行
うよう指示する色彩が強いといえよう。
(2）都道府県レベルの手引き資料
各教育委員会ウェブサイトやメールでの問い
合わせから資料を収集し，計33都道府県の資料
を入手した。表２に本論で使用した各資料をま
とめる。
分析は，まず，各資料が学校組織あるいは教
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表２　使用した資料一覧
職員のどちらを対象に作成されているかに着目
した。研修等に用いるというような目的を含ん
だ「学校組織向け」，教職員を主な対象とした
「教職員向け」，そして両者を対象とした「学校
及び教職員向け」の３つに分類した。次に誰が
通告するように指示しているかという点につい
ては，①「学校組織及び管理職」，②「教職員」
の２つに分類した。分類の基準は，①が校内協
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出典：各資料を基に筆者作成
議等を経た学校総意の判断で，管理職が代表し
て通告を指示するという類のもの，②が教職員
個人の通告の判断を尊重する類のものとした。
埼玉県の資料の指示内容を例示してみよう。
保育所や学校で虐待を発見し，通告する際
には，管理職が対応することが最も望ましい
と言えます。
なお，緊急性が高い場合で，保育所や学校
などの組織対応に時間を要するときなどは，
子どもの安全確保を最優先するために，虐待
を発見した教職員などが直ちに市町村又は児
童相談所などに通告する必要があります。
この場合，「管理職が対応する」という表記
と，「虐待を発見した教職員などが直ちに市町村
又は児童相談所等に通告する必要」という表記
から，①，②の両点が指示されていることにな
る。以上の分析の視点と基準から，表３を作成
した。
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表３　資料の対象と通告義務の主体の分類
出典：各資料を基に筆者作成
全体的に「学校組織及び管理職」が通告する
よう求める指示が多く確認できる。教職員個人
にも通告を求める資料も存在しており，その割
合は「教職員向け」の資料において高い。ただ
しこの場合，「学校組織及び管理職」も同時に指
示されている。あくまでも教職員個人による通
告は，「放っておけない」，「緊急性が高い場合」，
「何らかの理由で学校としてできないとき」等の
状況下において求められている。すなわち，原
則的に学校組織に通告を求め，例外的に教職員
個人に通告を求めていることになる。
既述したように，文科省作成資料『児童虐待
防止と学校』には，匿名での個人通告を「そう
した通告はなかなかチームでの望ましい対応に
は繋が」らないとし，各都道府県の資料と同様
に，原則的に学校総意での通告を求めている。
また，各都道府県の資料においては，教職員が
問題を抱え込まないための１つの手立てとして，
学校組織に通告を求めている記述が確認される。
例えば奈良県の手引き資料では，次のような記
述がある。
児童虐待への対応は誰であっても難しいも
のです。子どもの様子がおかしいと感じた時
は，ひとりで抱え込まずに，直ぐに管理職に
相談する必要があります。管理職は子どもの
安心安全の確保を第一に危機管理対応をしな
ければなりません。（中略）なお，管理職は学
校の設置者である教育委員会に報告する必要
があります（７頁）。
この指示内容からは，抱え込み防止に加えて，
「子どもの安心安全の確保」に向けた「危機管理
対応」や，教育委員会への報告という管理職の
役割が読み取れる。また，岡山県の資料では，
「通告したことで，保護者から苦情を言われた」
場合の対処法の中にも，「①必ず複数の教員で対
応する」とある（17頁）。
つまり，以上のような理由から，すべての国
民に課せられつつも，学校及び教職員の場合は，
原則として学校組織に通告を求めているといえ
る。
おわりに
本論では，学校の組織的判断により教職員個
人の通告が妨げられるという防止法の趣旨と学
校現場との間の乖離の原因を，防止法の審議に
おける通告義務の主体に関する立法者意思と，
行政機関が作成した資料を手がかりに検討して
きた。最後に，本論のまとめをしておきたい。
立法者は，児童虐待に特化した通告義務の規
定と周知という課題を出発点として，防止法制
定に着手した。審議からは，通告義務の主体は
児童福祉法の第25条を前提として，すべての国
民一般を指していることが明らかとなった。
2004年の改正では，主観的に疑った段階での通
告を奨励することが最大の意図であり，「者」が
組織を指すのか，個人を指すのかという議論は
なかった。後続する審議でも，この観点の議論
は確認されず，また組織的判断に抗ってでも通
告をするという事態が想定されていなかった。
手引き資料からは，文科省作成資料では，「学
校の総意」を条件として「管理職等関係者」に
よる通告を求めていることが明らかとなった。
文科省の各通知も一貫して，通告を含めた対応
を「学校として組織的に取り組む」よう指示し
ていた。各都道府県レベルでの資料では，教職
員の抱え込み防止や危機管理対応などの理由か
ら，原則として学校組織が通告するよう求め，
例外的に教職員個人に通告を求めていた。これ
は，被虐待児のみならず教職員個人を守ること
も念頭に置いて，児童虐待に対応していく組織
体制を構築するという理由によるものである。
防止法の趣旨と学校現場との間の乖離の要因は，
この点にあると考えられる。また，通告義務の
主体に関していえば，防止法の趣旨に即せば，
教職員個人もその主体として解釈できるものの，
実態的には学校組織を主体にすることで，学校
が児童虐待に対応しているという点が明らかに
なった。
しかし，冒頭でも述べた西東京市のケースは，
学校組織を主体とする方法における課題を示し
ていると思われる。つまり，組織的に通告をす
るという共通認識から，教職員個人が通告の主
体であるという認識が薄れてしまうという可能
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性が示唆される。そこで，教職員個人が通告義
務を，誰のどのような義務として理解している
のかを，インタビュー等の調査により明らかに
していく必要がある。これについては，次の研
究課題としたい。
注
（１) 西東京市以外の事例として，次のものがある。
2009年大阪府西淀川区で当時小学４年生の女子
児童が遺体として発見された事件がある。教職
員は女子児童から「新しいお父さんにたたかれ
た」と打ち明けられ，また女子児童の顔面に痣
を確認していながらも，学校側から通告がなか
った（2009年４月24日「学校『顔あさ』通告せ
ず母の内縁夫，日常的に虐待か西淀川女児死亡」
『朝日新聞夕刊』1 総面）。さらに，2010年東京
都江戸川区で当時小学１年生の男子児童が両親
から暴行を受け，意識不明になり救急搬送され
たものの，翌朝に死亡が確認された事件がある。
男子児童の身体には火傷や古傷が確認されてお
り，長期にわたる虐待行為の可能性が示唆され
た。男子児童の担任教職員は男子児童の痣に気
付き学年主任や副校長に報告をした。しかし，
小学校は家庭訪問等を行っていたものの通告は
なかった。課題点として担任が学年主任と副校
長への報告に留まり，通告に至らなかった点が
挙げられている（増沢 2011：142）。
（２) 特別委員会の会議録は「国会会議録検索シス
テム」のウェブサイトから PDFデータとして入
手した。本論では，会議録から引用する際，該
当ページ番号を掲載して出典を示す。
（３) 同条文では，通告義務を「要保護児童を発見
した者は，これを市町村，都道府県の設置する
福祉事務所若しくは児童相談所又は児童委員を
介して市町村，都道府県の設置する福祉事務所
若しくは児童相談所に通告しなければならな
い。」と定めている。通告の対象となる要保護児
童について逐条解説によれば，「①家出児童のご
とく現に看保護する者がいない児童，②保護者
の虐待や保護能力の不十分さによって危険ある
いは福祉上好ましくない状態にあったり，③保
護者の保護能力を越えて不良行為（触法・犯
罪・虞犯を含む）をし，またはする虞れの大き
い状態にあるような児童」と述べられている
（山口 1998：148）。
（４) 第６条以外の改正内容として，第５条の早期
発見努力義務の主体に，組織や団体の追加，同
居人による虐待を放置することも虐待として定
義されるという児童虐待の定義の変更，通告先
に市町村の追加，要保護児童対策地域協議会の
法定化等がある。第５条の改正に関し，特別委
員会では理事の萩生田光一が「抱え込みをなく
したり責任を分散するという意味で，我々与党
の改正案は，今までは教師とか医師とかと特定
していたものを，今回，学校とか病院というふ
うに枠を広げて，すなわち大きな目で何とか早
く見つけていこう，早く救済していこう，こん
な法の改正の精神を盛ったところでございま
す。」と述べている（12－13頁）。つまり，早期
発見努力義務に関していえば，組織的に対応し
ていく意図が読み取れる。
（５) 大阪市西区のマンションで３歳の女児と，１
歳の男児の遺体が発見された事件である。近隣
住民からの通告や子ども相談センターの職員に
よる家庭訪問があったが，容疑者の住民登録が
なく居住者の特定が困難だったために，立ち入
りを実施できなかった（「大阪２児遺棄，幼い命
守れ，態勢手探り――近隣通報生かせず，住居
立ち入り断念。」『日本経済新聞　大阪朝刊　社
会面』16頁　2010年８月８日付）。
（６) 教職員及び保護者を対象とした手引き資料内
容を分析した数少ない先行研究に，安河内／笠
原（2016）がある。そこでは各マニュアルの記
述内容に差があったこと，多くの項目の記載内
容率が高いマニュアルでも他のマニュアルと比
較することで理解が容易になることが示された。
ただし，あくまでもマニュアル整備を目的とし
ており，本論の目的とは異なっている。
（７) 2010年１月26日「児童虐待防止に向けた学校
等における適切な対応の徹底について」，同年３
月24日「児童虐待の防止等のための学校，教育
委員会等の的確な対応について」では，「教職員
用研修教材の適切な活用」において本論でも検
討素材として用いた『児童虐待防止と学校』の
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「積極的な活用を図る」ことを指示している。
（８) 学校及び教職員を対象とした虐待対応の手引
き資料は，各市町村レベルでも作成されている
ものもある。しかし，本論では紙幅の都合上，
都道府県レベルに限ることにした。
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Target of Notification in Handling Child Abuse Cases by Schools and Teachers:
Discussions in the Deliberation Process Regarding the Act on the Prevention,
etc., of Child Abuse and Analysis of Manuals
Masaki  TAKATANI
In the Act on the Prevention, etc., of Child Abuse, the obligation of notification of child abuse is imposed on
“a person who has detected a child who appears to have suffered child abuse.” The target of this obligation does
not fall under the responsibility of organizations or groups but individuals. However, previous research
indicates that school teachers notify detection of cases of child abuse concerning their students only under their
school principal’s guidance and permission. Although the obligation of notification of detection of child abuse is
imposed on an individual person, it begs the question as to why this obligation of notification is not imposed on
a school as an organization?
In this paper I examine the target of notification of detection in handling child abuse cases by schools and
teachers. First, I examine the legislative intent of the obligation of notification of detection of child abuse by
analyzing discussions in the deliberation process regarding the Act on the Prevention, etc., of Child Abuse.
Second, I analyze manuals designed specifically for detecting and addressing child abuse for schools and
teachers.
First, the government’s legislative intent focused on establishing the obligation of notification of detection
of child abuse and making this obligation widely known. Therefore, there is no perspective to consider how to
recognize a target of notification of detection in handling child abuse cases by schools and teachers. Second,
from analyzing manuals, almost all the manuals indicate school organizations are essentially responsible for the
notification of detection of child abuse. However, only under specific instances, teacher can make notification of
detection of child abuse.
Given these results, although the duty of notification of detection of child abuse is imposed on each person,
it is the school organization that has the obligation so that a system can be constructed and operated to handle
not only child abuse cases but other problems as well. On the other hand, there is the likelihood that teachers
recognize the obligation notification of detection of child abuse only as a school organization’s obligation.
